
ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集の改正に係る 

ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社のＣＤＳ清算業務における清算対象取引はＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

に基づくＣＤＳ取引であり、債務負担後の清算約定も同定義集の適用を受けることとして

いる。 

本年９月２２日付で同定義集が改正されることに伴い、改正後の定義集に基づきＣＤＳ

清算業務を行うことができるよう必要な手当てを行うこととし、ＣＤＳ清算業務に関する

業務方法書等について、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集に係る規定の改正 

（１）ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集の規定 

・改正後の定義集を、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

と規定する。 

・改正前の定義集を、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

（２００３年版）と規定する。 

・改正後の定義集における用語の読替えを別表１に定める。 

 

（２）新定義集移行前清算約定の取扱い 

・施行日前に債務負担した清算約定等を新定義集移行前清算約

定とし、改正前の定義集の適用を受けるものとする。 

 

 

 

 

・上記にかかわらず、新定義集移行前清算約定は、当社が定め

る日より、改正後の定義集の適用を受けるものとすることがで

きることとする。 

 

（３）クレジットイベント通知の制限 

・改正後の定義集の適用を受ける清算約定については、リスト

ラクチャリングのクレジットイベントに関しても、クレジット

イベント通知を行うことができないこととする。 

 

（４）アセットパッケージの引渡し 

・現物決済を行う場合において、従前引渡可能債務に代えてア

セットパッケージの引渡しを行う場合の規定を設ける。 

（備  考） 

 

 

･ ＣＤＳ清算業務に関する

業務方法書（以下「業務

方法書」という。）第２条

及び別表１ 

 

 

 

・ 業務方法書第２条、第５

１条、ＣＤＳ清算業務に

関する業務方法書の取扱

い（以下「業務方法書の

取扱い」という。）第３７

条 

・ 業務方法書第５１条の

２、業務方法書の取扱い

第３７条の２ 

 

 

・ 業務方法書第８３条、業

務方法書の取扱い第５４

条、ＣＤＳ清算受託契約

第２８条 

 

・ 業務方法書の取扱い別表

３、ＣＤＳ清算受託契約
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（５）ショートチャージの取扱い 

・当社がリスク管理の観点から必要と認める場合には、各取引

口座の清算約定のうち一の参照組織について、新定義集移行前

清算約定における想定元本と改正後の定義集の適用を受ける

清算約定における想定元本を相殺せずに算出した売超額に基

づき、ショートチャージを計算するものとする。 

・上記のリスク管理の観点から必要と認めることについて、Ｃ

ＤＳリスク管理委員会への諮問事項とする。 

 

（６）その他 

・ その他所要の改正を行うこととする。 

 

２．適格ＣＤＳ取引の要件の変更等 

・適格ＣＤＳ取引の要件の一つとして定めている、ＤＳ Ｍａ

ｔｃｈにより照合され、かつＴＩＷにより取引情報が記録され

たＣＤＳ取引であることという要件を、適格ＣＤＳ取引の要件

ではなく債務負担等の申込方法として整理する。 

第２条及び第２８条 
 

・ 業務方法書の取扱い別表

２ 

 

 

 

・ ＣＤＳリスク管理委員会

に関する規則 

 

 

 

 

 

・ 業務方法書の取扱い第１

０条 

 

 

Ⅲ．施行日 

  平成２６年９月２２日から施行する。 

 

以 上 
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ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書等の一部改正新旧対照表 
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１ 

ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集に

おいて使用される用語の例によるほか、次の各

号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）～（２０） （略） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集に

おいて使用される用語の例によるほか、次の各

号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）～（２０） （略） 

（２０）の２ 「新定義集移行前清算約定」と

は、平成２６年９月２２日において存在する

すべての清算約定及び適格ＣＤＳ取引のうち

当社が公示により定めるものを当社が平成２

６年９月２２日以降に債務負担することによ

り成立する清算約定をいう。 

（新設） 

（２１）～（６４） （略） （２１）～（６４） （略） 

（６５） 「ＩＳＤＡクレジットデリバティブ

定義集」とは、ＩＳＤＡが２０１４年に公表

した２０１４ ＩＳＤＡ Ｃｒｅｄｉｔ Ｄ

ｅｒｉｖａｔｉｖｅｓ Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏ

ｎｓ（ＩＳＤＡが公表した文書による変更、

修正又は追加のうち当社が定めるものを含

む。）をいう。 

（６５） 「ＩＳＤＡクレジットデリバティブ

定義集」とは、ＩＳＤＡが２００３年に公表

した２００３ ＩＳＤＡ Ｃｒｅｄｉｔ Ｄ

ｅｒｉｖａｔｉｖｅｓ Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏ

ｎｓ（ＩＳＤＡが公表した文書による変更、

修正又は追加のうち当社が定めるものを含

む。）をいう。 

（６５）の２ 「ＩＳＤＡクレジットデリバテ

ィブ定義集（２００３年版）」とは、ＩＳＤ

Ａが２００３年に公表した２００３ ＩＳＤ

Ａ Ｃｒｅｄｉｔ Ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅｓ 

Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎｓ（ＩＳＤＡが公表し

た文書による変更、修正又は追加のうち当社

が定めるものを含む。）をいう。 

（新設） 

（６６） 「ＳＴＳ」とは、２０１４年９月に

公表されたｉＴｒａｘｘ Ａｓｉａ／Ｐａｃ

ｉｆｉｃ Ｕｎｔｒａｎｃｈｅｄ Ｓｔａｎ

（６６） 「ＳＴＳ」とは、２０１０年１１月に

公表されたｉＴｒａｘｘ Ｊａｐａｎ Ｕｎｔ

ｒａｎｃｈｅｄ Ｓｔａｎｄａｒｄ Ｔｅｒｍ
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ｄａｒｄ Ｔｅｒｍｓ Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎ

ｔ（公表された文書による変更、修正又は追

加のうち当社が定めるものを含む。）をいう。 

ｓ Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ（公表された文書に

よる変更、修正又は追加のうち当社が定めるも

のを含む。）をいう。 

（６７） 「ＳＴＳ（２０１０年版）」とは、

２０１０年１１月に公表されたｉＴｒａｘｘ 

Ｊａｐａｎ Ｕｎｔｒａｎｃｈｅｄ Ｓｔａ

ｎｄａｒｄ Ｔｅｒｍｓ Ｓｕｐｐｌｅｍｅ

ｎｔ（公表された文書による変更、修正又は

追加のうち当社が定めるものを含む。）をい

う。 

 （新設） 

（６８） 「２００３年版清算約定」とは、第

５１条第１項の規定により、ＩＳＤＡクレジ

ットデリバティブ定義集（２００３年版）が

適用される清算約定をいう。 

（新設） 

２ 本業務方法書等において使用する用語のうち

別表１の「用語」欄に掲げる用語は、それぞれ

同表の「条項」欄に掲げるＩＳＤＡクレジット

デリバティブ定義集の規定に係る「ＩＳＤＡク

レジットデリバティブ定義集」欄に掲げる用語

をいうものとする。 

２ 本業務方法書等において使用する用語のうち

別表の「用語」欄に掲げる用語は、それぞれ同

表の「条項」欄に掲げるＩＳＤＡクレジットデ

リバティブ定義集の規定に係る「ＩＳＤＡクレ

ジットデリバティブ定義集」欄に掲げる用語を

いうものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、２００３年版清算

約定については、本業務方法書等において使用

する用語のうち別表２の「用語」欄に掲げる用

語は、それぞれ同表の「条項」欄に掲げるＩＳ

ＤＡクレジットデリバティブ定義集（２００３

年版）の規定に係る「ＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集（２００３年版）」欄に掲げる

用語をいうものとする。 

（新設） 

４ 金融商品取引法又はＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集（２００３年版清算約定につい

ては、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

（２００３年版））における用語の意義と本業

務方法書等における用語の意義が異なる場合に

は、本業務方法書等における用語の意義が優先

する。 

３ 金融商品取引法又はＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集における用語の意義と本業務方

法書等における用語の意義が異なる場合には、

本業務方法書等における用語の意義が優先す

る。 
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（清算約定の内容） （清算約定の内容） 

第５１条 清算約定は、本業務方法書等、ＩＳＤ

Ａ基本契約及びＩＳＤＡクレジットデリバティ

ブ定義集（新定義集移行前清算約定については、

ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集（２０

０３年版））の適用を受けるものとし、清算参

加者間で締結された２００２ ＩＳＤＡ Ｍａ

ｓｔｅｒ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ（Ｓｃｈｅｄｕ

ｌｅを含む。）その他の店頭デリバティブ取引

に関する基本的事項を定めた基本契約（当社が

定めるものに限る。）その他本業務方法書等に

定めのない清算参加者間の合意（適格ＣＤＳ取

引の当事者であった清算参加者間で締結された

コンファメーションを含むが、これに限られな

い。）は、清算約定には一切適用されないもの

とする。 

第５１条 清算約定は、本業務方法書等、ＩＳＤ

Ａ基本契約及びＩＳＤＡクレジットデリバティ

ブ定義集の適用を受けるものとし、清算参加者

間で締結された２００２ ＩＳＤＡ Ｍａｓｔ

ｅｒ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ（Ｓｃｈｅｄｕｌｅ

を含む。）その他の店頭デリバティブ取引に関

する基本的事項を定めた基本契約（当社が定め

るものに限る。）その他本業務方法書等に定め

のない清算参加者間の合意（適格ＣＤＳ取引の

当事者であった清算参加者間で締結されたコン

ファメーションを含むが、これに限られない。）

は、清算約定には一切適用されないものとする。 

 

 

 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項及び次条第１項の規定により清算約定

に対してＩＳＤＡ基本契約及びＩＳＤＡクレジ

ットデリバティブ定義集又はＩＳＤＡクレジッ

トデリバティブ定義集（２００３年版）を適用

するにあたり必要な読替えその他の事項は、当

社が定める。 

３ 第１項の規定により清算約定に対してＩＳＤ

Ａ基本契約及びＩＳＤＡクレジットデリバティ

ブ定義集を適用するにあたり必要な読替えその

他の事項は、当社が定める。 

４ ＩＳＤＡ基本契約、ＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集又はＩＳＤＡクレジットデリバ

ティブ定義集（２００３年版）の規定が本業務

方法書等の規定に矛盾し、又は抵触する場合に

は、本業務方法書等の規定が優先する。 

４ ＩＳＤＡ基本契約又はＩＳＤＡクレジットデ

リバティブ定義集の規定が本業務方法書等の規

定に矛盾し、又は抵触する場合には、本業務方

法書等の規定が優先する。 

  

（新定義集移行前清算約定の内容の変更）  

第５１条の２ 前条第１項の規定にかかわらず、

当社は、当社が公示により定める日において存

在する新定義集移行前清算約定（当社が定める

ものを除く。）について、当該日以降、ＩＳＤ

Ａクレジットデリバティブ定義集（２００３年

版）に代えて、ＩＳＤＡクレジットデリバティ

（新設） 
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ブ定義集の適用を受けるものとすることができ

る。 

２ 前項の規定によりＩＳＤＡクレジットデリバ

ティブ定義集の適用を受けることとなった新定

義集移行前清算約定のうち当社が定める部分に

ついては、前項の規定にかかわらず、引き続き

ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集（２０

０３年版）の適用を受けるものとする。この場

合において、当該部分は本業務方法書等中２０

０３年版清算約定に係る規定（当社が定める規

定を除く。）を適用する。 

（新設） 

３ 第１項の規定によりＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集の適用を受けることとなった新

定義集移行前清算約定の内容の変更その他の必

要な事項は、同項に規定するほか、当社が定め

るところによる。 

（新設） 

  

（クレジットイベント通知等） （クレジットイベント通知等） 

第８３条 当社及び清算参加者は、クレジットイ

ベントに関しては、清算約定についてのクレジ

ットイベント通知を行う権利を有しないものと

する。ただし、本項の規定は、清算約定の内容

に従い、クレジットイベント通知が行われたと

みなされることを妨げるものではない。 

第８３条 当社及び清算参加者は、リストラクチ

ャリング以外のクレジットイベントに関して

は、清算約定についてのクレジットイベント通

知を行う権利を有しないものとする。ただし、

本項の規定は、清算約定の内容に従い、クレジ

ットイベント通知が行われたとみなされること

を妨げるものではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、２００３年版清算

約定については、当社及び清算参加者は、クレ

ジットイベント（リストラクチャリングに限

る。）に関して、２００３年版清算約定につい

てのクレジットイベント通知を行う権利を有す

るものとする。 

（新設） 

３ 当社は、第８１条の規定によりある２００３

年版清算約定及び参照組織（又はそのオブリゲ

ーション）についてクレジットイベント（リス

トラクチャリングに限る。）を構成する事由の

発生が決定された場合において、清算参加者か

２ 当社は、第８１条の規定によりある清算約定

及び参照組織（又はそのオブリゲーション）に

ついてクレジットイベント（リストラクチャリ

ングに限る。）を構成する事由の発生が決定さ

れた場合において、清算参加者から清算約定に
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ら清算約定に関するクレジットイベント通知を

受領したときは、その反対清算約定の当事者で

ある清算参加者に対し、遅滞なくクレジットイ

ベント通知を行う。 

関するクレジットイベント通知を受領したとき

は、その反対清算約定の当事者である清算参加

者に対し、遅滞なくクレジットイベント通知を

行う。 

４ （略） ３ （略） 

５ （略） ４ （略） 

  

第２節 承継日 第２節 承継事由 

  

（承継日等の決定） （承継事由等の決定） 

第８４条 清算約定の参照組織に係る次の事項

（以下「承継日等」という。）は、当社が決定

する。 

（１） ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集上の承継日又はＩＳＤＡクレジットデリバ

ティブ定義集（２００３年版）上の承継事由の

発生に関する事項 

第８４条 清算約定の参照組織に係る次の事項

（以下「承継事由等」という。）は、当社が決

定する。 

（１） 承継事由を構成する事由の発生に関す

る事項 

（２） （略） （２） （略） 

２ 前項の規定による当社の決定は、承継日等に

関し、ＩＳＤＡ決定委員会の決定がなされた場

合に、当該決定をもって当社の決定とすること

により行う。 

２ 前項の規定による当社の決定は、承継事由等

に関し、ＩＳＤＡ決定委員会の決定がなされた

場合に、当該決定をもって当社の決定とするこ

とにより行う。 

３ 前項の規定にかかわらず、ＩＳＤＡに対して

ＩＳＤＡ決定委員会の招集が要請され、かつ、

これに対してＩＳＤＡ決定委員会が判断しない

又は審議しないと決定した旨をＩＳＤＡが公表

した場合であってＩＳＤＡ決定委員会の審議の

状況から当該決定に基づくことができないと当

社が判断したとき又はＩＳＤＡ決定委員会若し

くはＩＳＤＡ決定委員会セクレタリーとしての

ＩＳＤＡがこれらの判断若しくは公表を行うこ

とができない状況にあると当社が判断したとき

に限り、当社は、第８６条に規定するＪＳＣＣ

決定委員会の決定に基づき、承継日等の決定を

行う。ただし、ＪＳＣＣ決定委員会の決定後に

同一の承継日等に関してＩＳＤＡ決定委員会の

３ 前項の規定にかかわらず、ＩＳＤＡに対して

ＩＳＤＡ決定委員会の招集が要請され、かつ、

これに対してＩＳＤＡ決定委員会が判断しない

又は審議しないと決定した旨をＩＳＤＡが公表

した場合であってＩＳＤＡ決定委員会の審議の

状況から当該決定に基づくことができないと当

社が判断したとき又はＩＳＤＡ決定委員会若し

くはＩＳＤＡ決定委員会セクレタリーとしての

ＩＳＤＡがこれらの判断若しくは公表を行うこ

とができない状況にあると当社が判断したとき

に限り、当社は、第８６条に規定するＪＳＣＣ

決定委員会の決定に基づき、承継事由等の決定

を行う。ただし、ＪＳＣＣ決定委員会の決定後

に同一の承継事由等に関してＩＳＤＡ決定委員
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１ 

決定がなされた場合には、ＪＳＣＣ決定委員会

の当該決定にかかわらず、当該ＩＳＤＡ決定委

員会の決定を当社の決定とする（当社が定める

場合を除く。）。 

会の決定がなされた場合には、ＪＳＣＣ決定委

員会の当該決定にかかわらず、当該ＩＳＤＡ決

定委員会の決定を当社の決定とする（当社が定

める場合を除く。）。 

４ （略） ４ （略） 

５ 当社は、承継日等について決定をした場合に

は、直ちにその旨を公表する。 

５ 当社は、承継事由等について決定をした場合

には、直ちにその旨を公表する。 

  

（承継日又は承継事由の発生が決定された参照組

織を対象とする清算約定の取扱い） 

（承継事由の発生が決定された参照組織を対象と

する清算約定の取扱い） 

第８５条 前条の規定によりある参照組織につい

て承継日又は承継事由が決定された場合、当該

参照組織を対象とする清算約定は、承継者を参

照組織とする清算約定として存続する。 

第８５条 前条の規定によりある参照組織につい

て承継事由が決定された場合、当該参照組織を

対象とする清算約定は、承継者を参照組織とす

る清算約定として存続する。 

  

（ＪＳＣＣ決定委員会の権限等） （ＪＳＣＣ決定委員会の権限等） 

第８６条 当社は、当社の諮問委員会として、ク

レジットイベント重要事項、承継日等その他当

社が規則で定める事項を決定するためのＪＳＣ

Ｃ決定委員会を設置する。 

第８６条 当社は、当社の諮問委員会として、ク

レジットイベント重要事項、承継事由等その他

当社が規則で定める事項を決定するためのＪＳ

ＣＣ決定委員会を設置する。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（第三階層特別清算料による損失の補填） （第三階層特別清算料による損失の補填） 

第１０５条 破綻処理損失について、第１０４条

に定めるところによってもなお補填することが

できない損失がある場合には、破綻認定日にお

ける破綻清算参加者以外のすべての清算参加者

（以下本条において「第三階層特別清算料負担

参加者」という。）は、当社が規則で定めると

ころにより、第三階層特別清算料を当社に支払

う義務を負う。この場合において、当社は、第

三階層特別清算料負担参加者から支払いを受け

た第三階層特別清算料をもって、当該損失を補

填する。 

第１０５条 破綻処理損失について、１０４条に

定めるところによってもなお補填することがで

きない損失がある場合には、破綻認定日におけ

る破綻清算参加者以外のすべての清算参加者

（以下本条において「第三階層特別清算料負担

参加者」という。）は、当社が規則で定めると

ころにより、第三階層特別清算料を当社に支払

う義務を負う。この場合において、当社は、第

三階層特別清算料負担参加者から支払いを受け

た第三階層特別清算料をもって、当該損失を補

填する。 

２ （略） ２ （略） 

  

 
 

7 



１ 

（準拠法） （準拠法） 

第１２６条 （略） 第１２６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の「清算約定の取引条件」とは、清算約

定に適用される規定又は条項であって、次に掲

げるものをいう。 

（１） ＩＳＤＡ基本契約、ＩＳＤＡクレジッ

トデリバティブ定義集（２００３年版清算約

定については、ＩＳＤＡクレジットデリバテ

ィブ定義集（２００３年版））及びＳＴＳ（２

００３年版清算約定については、ＳＴＳ（２

０１０年版））の各条項（ＩＳＤＡ関連取扱

文書による変更、修正又は追加を含む。） 

３ 前項の「清算約定の取引条件」とは、清算約

定に適用される規定又は条項であって、次に掲

げるものをいう。 

（１） ＩＳＤＡ基本契約、ＩＳＤＡクレジッ

トデリバティブ定義集及びＳＴＳの各条項

（ＩＳＤＡ関連取扱文書による変更、修正又

は追加を含む。） 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

  

付  則  

この改正規定は、平成２６年９月２２日から施

行する。 

 

  

別表１ （新設） 

 

用語 条項 ＩＳＤＡクレジット

デリバティブ定義集 
ク レ ジ ッ

ト・デフォ

ルト・スワ

ップ取引 

１．１ Ｃｒｅｄｉｔ Ｄｅ

ｒｉｖａｔｉｖｅ 

Ｔｒａｎｓａｃｔｉ

ｏｎ 
コンファメ

ーション 
１．２ Ｃｏｎｆｉｒｍａｔ

ｉｏｎ 
買い手 １．３ Ｂｕｙｅｒ 
売り手 １．４ Ｓｅｌｌｅｒ 
計算代理人 １．５ Ｃａｌｃｕｌａｔｉ

ｏｎ Ａｇｅｎｔ 
ＩＳＤＡ決

定委員会 
１．６ Ｃｒｅｄｉｔ Ｄｅ

ｒｉｖａｔｉｖｅｓ 

Ｄｅｔｅｒｍｉｎａ

ｔｉｏｎｓ Ｃｏｍ

ｍｉｔｔｅｅ 
ＩＳＤＡ決

定委員会の

決定 

１．１２ ＤＣ Ｒｅｓｏｌｕ

ｔｉｏｎ 
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１ 

取引日 １．１３ Ｔｒａｄｅ Ｄａｔ

ｅ 
予定終了日 １．１４ Ｓｃｈｅｄｕｌｅｄ 

Ｔｅｒｍｉｎａｔｉ

ｏｎ Ｄａｔｅ 
終了日 １．１５ Ｔｅｒｍｉｎａｔｉ

ｏｎ Ｄａｔｅ 
事由発生決

定日 
１．１６ Ｅｖｅｎｔ Ｄｅｔ

ｅｒｍｉｎａｔｉｏ

ｎ Ｄａｔｅ 
通知交付期

間 
１．２３ Ｎｏｔｉｃｅ Ｄｅ

ｌｉｖｅｒｙ Ｐｅ

ｒｉｏｄ 
放棄後追加

期間 
１．２４ Ｐｏｓｔ Ｄｉｓｍ

ｉｓｓａｌ Ａｄｄ

ｉｔｉｏｎａｌ Ｐ

ｅｒｉｏｄ 
イベント判

定リクエス

ト日 

１．３０ Ｃｒｅｄｉｔ Ｅｖ

ｅｎｔ Ｒｅｓｏｌ

ｕｔｉｏｎ Ｒｅｑ

ｕｅｓｔ Ｄａｔｅ 
クレジット

イベント通

知 

１．３２ Ｃｒｅｄｉｔ Ｅｖ

ｅｎｔ Ｎｏｔｉｃ

ｅ 
公開情報の

通知 
１．３４ Ｎｏｔｉｃｅ ｏｆ 

Ｐｕｂｌｉｃｌｙ 

Ａｖａｉｌａｂｌｅ 

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉ

ｏｎ 
公開情報 １．３５

（ａ） 
Ｐｕｂｌｉｃｌｙ 

Ａｖａｉｌａｂｌｅ 

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉ

ｏｎ  
クレジット

イベントバ

ックストッ

プ日 

１．３９ Ｃｒｅｄｉｔ Ｅｖ

ｅｎｔ Ｂａｃｋｓ

ｔｏｐ Ｄａｔｅ 

延期日 １．４０ Ｅｘｔｅｎｓｉｏｎ 

Ｄａｔｅ 
計算代理人

都市 
１．４３ Ｃａｌｃｕｌａｔｉ

ｏｎ  Ａｇｅｎｔ 

Ｃｉｔｙ 
営業日 １．５１ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

Ｄａｙ 
最終リスト １．５４ Ｆｉｎａｌ Ｌｉｓ

ｔ 
参照組織 ２．１ Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ 

Ｅｎｔｉｔｙ 
承継者 ２．２（ａ） Ｓｕｃｃｅｓｓｏｒ 
承継日 ２．２（ｊ） Ｓｕｃｃｅｓｓｉｏ
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１ 

ｎ Ｄａｔｅ 
承継者バッ

クストップ

日 

２．２（ｋ） Ｓｕｃｃｅｓｓｏｒ 

Ｂａｃｋｓｔｏｐ 

Ｄａｔｅ 
承継者通知 ２．２（ｍ） Ｓｕｃｃｅｓｓｏｒ 

Ｎｏｔｉｃｅ 
参照債務 ２．５ Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ 

Ｏｂｌｉｇａｔｉｏ

ｎ 
代替参照債

務 
２．１０ Ｓｕｂｓｔｉｔｕｔ

ｅ Ｒｅｆｅｒｅｎ

ｃｅ Ｏｂｌｉｇａ

ｔｉｏｎ 
オブリゲー

ション 
３．１ Ｏｂｌｉｇａｔｉｏ

ｎ 
引渡可能債

務 
３．２ Ｄｅｌｉｖｅｒａｂ

ｌｅ Ｏｂｌｉｇａ

ｔｉｏｎ 
従前引渡可

能債務 
３．３ Ｐｒｉｏｒ Ｄｅｌ

ｉｖｅｒａｂｌｅ 

Ｏｂｌｉｇａｔｉｏ

ｎ 
ローン ３ ．１ ３

（ａ）（ｖ） 
Ｌｏａｎ 

クレジット

イベント 
４．１ Ｃｒｅｄｉｔ Ｅｖ

ｅｎｔ 
バンクラプ

シー 
４．２ Ｂａｎｋｒｕｐｔｃ

ｙ 
支払不履行 ４．５ Ｆａｉｌｕｒｅ ｔ

ｏ Ｐａｙ 
リストラク

チャリング 
４．７ Ｒｅｓｔｒｕｃｔｕ

ｒｉｎｇ 
クレジット

イベント決

済 

５．１ Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ 

クレジット

イベント決

済日 

５．３ Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ Ｄａｔｅ 

クレジット

イベント決

済通貨 

５．４ Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ Ｃｕｒｒｅｎｃ

ｙ 
代替決済方

法 
５．５ Ｆａｌｌｂａｃｋ 

Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ Ｍｅｔｈｏｄ 
参照価格 ５．６ Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ 

Ｐｒｉｃｅ 
入札決済 ６．１ Ａｕｃｔｉｏｎ Ｓ

ｅｔｔｌｅｍｅｎｔ 
入札決済日 ６．３ Ａｕｃｔｉｏｎ Ｓ

ｅｔｔｌｅｍｅｎｔ 
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１ 

Ｄａｔｅ  
入札決済金

額 
６．４ Ａｕｃｔｉｏｎ Ｓ

ｅｔｔｌｅｍｅｎｔ 

Ａｍｏｕｎｔ 
クレジット

デリバティ

ブ入札決済

条項 

６．７ Ｃｒｅｄｉｔ Ｄｅ

ｒｉｖａｔｉｖｅｓ 

Ａｕｃｔｉｏｎ Ｓ

ｅｔｔｌｅｍｅｎｔ 

Ｔｅｒｍｓ 
現金決済 ７．１ Ｃａｓｈ Ｓｅｔｔ

ｌｅｍｅｎｔ 
現物決済 ８．１ Ｐｈｙｓｉｃａｌ 

Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ 
現物決済通

知 
８．２ Ｎｏｔｉｃｅ ｏｆ 

Ｐｈｙｓｉｃａｌ 

Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ 
現物決済修

正通知 
８．２ ＮＯＰＳ Ａｍｅｎ

ｄｍｅｎｔ Ｎｏｔ

ｉｃｅ 
アセットパ

ッケージ 
８．５ Ａｓｓｅｔ Ｐａｃ

ｋａｇｅ 
引渡し ８．１２ Ｄｅｌｉｖｅｒ 
引渡日 ８．１６ Ｄｅｌｉｖｅｒｙ 

Ｄａｔｅ 
現物決済金

額 
８．１８ Ｐｈｙｓｉｃａｌ 

Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ Ａｍｏｕｎｔ 
現物決済期

間 
８．１９ Ｐｈｙｓｉｃａｌ 

Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ Ｐｅｒｉｏｄ 
引渡不能債

務 
９．１ Ｕｎｄｅｌｉｖｅｒ

ａｂｌｅ Ｏｂｌｉ

ｇａｔｉｏｎｓ 
最終現物決

済可能日 
９．５ Ｌａｔｅｓｔ Ｐｅ

ｒｍｉｓｓｉｂｌｅ 

Ｐｈｙｓｉｃａｌ 

Ｓｅｔｔｌｅｍｅｎ

ｔ Ｄａｔｅ 
部分現金決

済条項 
９．６ Ｐａｒｔｉａｌ Ｃ

ａｓｈ Ｓｅｔｔｌ

ｅｍｅｎｔ Ｔｅｒ

ｍｓ 
インディカ

ティブ・ク

ォーテーシ

ョン 

９．６（ｌ） Ｉｎｄｉｃａｔｉｖ

ｅ Ｑｕｏｔａｔｉ

ｏｎ 

イニシャル

ペイメント

１２．３ Ｉｎｉｔｉａｌ Ｐ

ａｙｍｅｎｔ Ａｍ
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１ 

金額 ｏｕｎｔ 
固定金額 １２．５ Ｆｉｘｅｄ Ａｍｏ

ｕｎｔ 
固定金利支

払人計算金

額 

１２．７ Ｆｉｘｅｄ Ｒａｔ

ｅ Ｐａｙｅｒ Ｃ

ａｌｃｕｌａｔｉｏ

ｎ Ａｍｏｕｎｔ 
開始日 １２．１０ Ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ 

Ｄａｔｅ 
固定金利支

払人支払日 
１２．１１ Ｆｉｘｅｄ Ｒａｔ

ｅ Ｐａｙｅｒ Ｐ

ａｙｍｅｎｔ Ｄａ

ｔｅ 
固定金利 １２．１３ Ｆｉｘｅｄ Ｒａｔ

ｅ 
変動金利支

払人計算金

額 

１２．１７ Ｆｌｏａｔｉｎｇ 

Ｒａｔｅ Ｐａｙｅ

ｒ Ｃａｌｃｕｌａ

ｔｉｏｎ Ａｍｏｕ

ｎｔ 

  

  

別表２ 別表 

 

用語 条項 ＩＳＤＡクレジット

デリバティブ定義集 
（略） 
取引日 １．５ Ｔｒａｄｅ Ｄａｔ

ｅ 
（略） 
（略） （略） Ｃｒｅｄｉｔ Ｄｅ

ｒｉｖａｔｉｖｅｓ 

Ｄｅｔｅｒｍｉｎａ

ｔｉｏｎｓ Ｃｏｍ

ｍｉｔｔｅｅｓ 
（略） 
（略） （略） Ｕｎｄｅｌｉｖｅｒ

ａｂｌｅ Ｏｂｌｉ

ｇａｔｉｏｎｓ 
（略） 
（略） （略） Ｉｎｄｉｃａｔｉｖ

ｅ Ｑｕｏｔａｔｉ

ｏｎ 
（略） 

  

 

用語 条項 ＩＳＤＡクレジット

デリバティブ定義集 
（略） 
（新設） 
【スペース】 
（略） 
（略） （略） Ｃｒｅｄｉｔ Ｄｅ

ｒｉｖａｔｉｖｅｓ 

Ｄｅｔｅｒｍｉｎａ

ｔｉｏｎ Ｃｏｍｍ

ｉｔｔｅｅｓ 
（略） 
（略） （略） ＵｎＤｅｌｉｖｅｒ

ａｂｌｅ Ｏｂｌｉ

ｇａｔｉｏｎｓ 
（略） 
（略） （略） Ｉｎｄｉｃａｔｉｖ

ｅ Ｑｕｏｔａｔｉ

ｏｎｓ 
（略） 
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２ 

ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（適格ＣＤＳ取引の要件） （適格ＣＤＳ取引の要件） 

第１０条 業務方法書第２条第１項第３９号に規

定する当社が定める要件は、次に掲げるすべて

の要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づい

て成立する清算参加者間のＣＤＳ取引及び損失

回避取引については、第１号を除くすべての要

件）とする。 

（１） 第３７条第１項各号に掲げる店頭デリ

バティブ取引に関する基本的事項を定めた基

本契約及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ

定義集（当社が公示により指定する銘柄につ

いては、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定

義集（２００３年版））に基づくＣＤＳ取引

であること。 

（削る） 

 

 

 

（２） （略） 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６） （略） 

第１０条 業務方法書第２条第１項第３９号に規

定する当社が定める要件は、次に掲げるすべて

の要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づい

て成立する清算参加者間のＣＤＳ取引及び損失

回避取引については、第１号及び第２号を除く

すべての要件）とする。 

（１） 第３７条第１項各号に掲げる店頭デリ

バティブ取引に関する基本的事項を定めた基

本契約及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ

定義集に基づくＣＤＳ取引であること。 

 

 

 

（２） ＭａｒｋｉｔＳＥＲＶ， ＬＬＣの提

供するＤＳ Ｍａｔｃｈにより照合され、か

つＴＩＷによりその取引情報が記録されたＣ

ＤＳ取引であること。 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６） （略） 

（７） （略） 

  

（ＩＳＤＡ関連取扱文書の指定） （ＩＳＤＡ関連取扱文書の指定） 

第１３条 業務方法書第２条第１項第６３号に規

定する当社が定める文書は、次の各号に掲げる

本規則の規定に基づき、当該各号に掲げる事項

に関し、当社が清算参加者への通知又は公示に

より定めた文書とする。 

（１） （略） 

第１３条 業務方法書第２条第１項第６３号に規

定する当社が定める文書は、次の各号に掲げる

本規則の規定に基づき、当該各号に掲げる事項

に関し、当社が清算参加者への通知又は公示に

より定めた文書とする。 

（１） （略） 

（２） 第３７条第３項第２号 清算約定に対 （２） 第３７条第３項第２号 清算約定に対
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２ 

してＩＳＤＡ基本契約、ＩＳＤＡクレジット

デリバティブ定義集（２００３年版清算約定

については、ＩＳＤＡクレジットデリバティ

ブ定義集（２００３年版））及びＳＴＳ（２

００３年版清算約定については、ＳＴＳ（２

０１０年版））を適用するにあたり必要な読

替えに関する事項 

してＩＳＤＡ基本契約、ＩＳＤＡクレジット

デリバティブ定義集及びＳＴＳを適用するに

あたり必要な読替えに関する事項 

（２）の２ 第３７条の２第２項 業務方法書

第５１条の２第１項の規定によりＩＳＤＡク

レジットデリバティブ定義集の適用を受ける

こととなった新定義集移行前清算約定に対し

てＳＴＳ（２０１０年版）を適用するにあた

り必要な読替えに関する事項 

（新設） 

（３） （略） （３） （略） 

  

（ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集（２０

０３年版）の変更、修正又は追加に係る当社の

指定） 

（ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集の変

更、修正又は追加に係る当社の指定） 

第１４条 業務方法書第２条第１項第６５号の２

に規定する当社が定める２００３ ＩＳＤＡ 

Ｃｒｅｄｉｔ Ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅｓ Ｄｅ

ｆｉｎｉｔｉｏｎｓの変更、修正又は追加は、

ＩＳＤＡが公表した次に掲げる文書による変

更、修正又は追加とする。 

第１４条 業務方法書第２条第１項第６５号に規

定する当社が定める２００３ ＩＳＤＡ Ｃｒ

ｅｄｉｔ Ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅｓ Ｄｅｆｉ

ｎｉｔｉｏｎｓの変更、修正又は追加は、ＩＳ

ＤＡが公表した次に掲げる文書による変更、修

正又は追加とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

  

（ＳＴＳに係る当社の指定） （ＳＴＳに係る当社の指定） 

第１５条 業務方法書第２条第１項第６６号に規

定する当社が定めるｉＴｒａｘｘ Ａｓｉａ／

Ｐａｃｉｆｉｃ Ｕｎｔｒａｎｃｈｅｄ Ｓｔ

ａｎｄａｒｄ Ｔｅｒｍｓ Ｓｕｐｐｌｅｍｅ

ｎｔの変更、修正又は追加及び同第６７号に規

定する当社が定めるｉＴｒａｘｘ Ｊａｐａｎ 

Ｕｎｔｒａｎｃｈｅｄ Ｓｔａｎｄａｒｄ Ｔ

ｅｒｍｓ Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔの変更、修正

又は追加は、当社が公示により指定する文書に

第１５条 業務方法書第２条第１項第６６号に規

定する当社が定めるｉＴｒａｘｘ Ｊａｐａｎ 

Ｕｎｔｒａｎｃｈｅｄ Ｓｔａｎｄａｒｄ Ｔ

ｅｒｍｓ Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔの変更、修正

又は追加は、当社が公示により指定する文書に

よる変更、修正又は追加とする。 
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２ 

よる変更、修正又は追加とする。 

  

（債務負担に係る条件等） （債務負担に係る条件等） 

第３６条 （略） 第３６条 （略） 

２ 業務方法書第４９条第１項に規定する当社が

定める時点は、前条第２項に規定する時刻の属

する日の翌当社営業日（当該日が固定金利支払

人支払日又は固定金利支払人支払日がＩＳＤＡ

クレジットデリバティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏ

ｎ １．５３（２００３年版清算約定について

は、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集（２

００３年版）Ｓｅｃｔｉｏｎ ２．１１）に従

って繰り延べられ固定金額を授受する日である

場合にはその翌当社営業日、当該日が固定金利

支払人支払日の前当社営業日である場合には固

定金利支払人支払日の翌当社営業日）の午後４

時とする。 

２ 業務方法書第４９条第１項に規定する当社が

定める時点は、前条第２項に規定する時刻の属

する日の翌当社営業日（当該日が固定金利支払

人支払日又は固定金利支払人支払日がＩＳＤＡ

クレジットデリバティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏ

ｎ ２．１１に従って繰り延べられ固定金額を

授受する日である場合にはその翌当社営業日、

当該日が固定金利支払人支払日の前当社営業日

である場合には固定金利支払人支払日の翌当社

営業日）の午後４時とする。 

３ （略） ３ （略） 

  

（清算約定の内容等） （清算約定の内容等） 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

２ インデックスＣＤＳ取引である清算約定には

ＳＴＳ（２００３年版清算約定については、Ｓ

ＴＳ（２０１０年版））を適用するものとし、

ＳＴＳの各条項は当該清算約定の内容を構成す

る。 

２ インデックスＣＤＳ取引である清算約定には

ＳＴＳを適用するものとし、ＳＴＳの各条項は

当該清算約定の内容を構成する。 

３ 業務方法書第５１条第１項、前項及び次条第

２項の規定により清算約定に対してＩＳＤＡ基

本契約、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集（新定義集移行前清算約定については、ＩＳ

ＤＡクレジットデリバティブ定義集（２００３

年版））及びＳＴＳ（２００３年版清算約定に

ついては、ＳＴＳ（２０１０年版））を適用す

るにあたり必要な読替えその他の事項は、次に

定めるとおりとする。 

３ 業務方法書第５１条第１項及び前項の規定に

より清算約定に対してＩＳＤＡ基本契約、ＩＳ

ＤＡクレジットデリバティブ定義集及びＳＴＳ

を適用するにあたり必要な読替えその他の事項

は、次に定めるとおりとする。 

（１） （略） （１） （略） 
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（２） 前号に規定するほか、清算約定に対し

てＩＳＤＡ基本契約、ＩＳＤＡクレジットデ

リバティブ定義集（新定義集移行前清算約定

については、ＩＳＤＡクレジットデリバティ

ブ定義集（２００３年版））及びＳＴＳ（２

００３年版清算約定についてはＳＴＳ（２０

１０年版））を適用するにあたり必要な読替

えは、当社が公示により定めるところによる。 

（２） 前号に規定するほか、清算約定に対し

てＩＳＤＡ基本契約、ＩＳＤＡクレジットデ

リバティブ定義集及びＳＴＳを適用するにあ

たり必要な読替えは、当社が公示により定め

るところによる。 

４ （略） ４ （略） 

  

（新定義集移行前清算約定の内容の変更）  

第３７条の２ 業務方法書第５１条の２第１項に

規定する当社が定めるものは、インデックスＣ

ＤＳ取引以外のＣＤＳ取引であって、当社が公

示により定める参照組織を対象とする新定義集

移行前清算約定とする。 

（新設） 

２ 前条第２項及び第３項の規定にかかわらず、

業務方法書第５１条の２第１項の規定によりＩ

ＳＤＡクレジットデリバティブ定義集の適用を

受けることとなった新定義集移行前清算約定に

は、ＳＴＳ（２０１０年版）を適用するものと

し、必要な読替えは、当社が公示により定める

ところによる。当該読替え後のＳＴＳ（２０１

０年版）の各条項は、新たに当該新定義集移行

前清算約定の内容を構成する。 

（新設） 

３ 業務方法書第５１条の２第２項に規定する当

社が定める部分は、インデックスＣＤＳ取引に

ついて当社が公示により定める参照組織を対象

とする部分とする。 

（新設） 

４ 業務方法書第５１条の２第２項に規定する当

社が定める規定は、業務方法書第１２６条第３

項、本規則第１３条第２号、前条第２項及び第

３項とする。 

（新設） 

５ 前各項に定めるほか、新定義集移行前清算約

定の内容の変更その他の必要な事項は、当社が

公示により定める。 

（新設） 
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２ 

  

（清算取次原取引の要件） （清算取次原取引の要件） 

第４０条 業務方法書第５４条第３項第１号ｃに

規定する当社の定める清算取次原取引の要件

は、次のすべての要件とする。 

（１） ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集（当社が公示により指定する銘柄について

は、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

（２００３年版））に基づく指定銘柄のＣＤ

Ｓ取引であること。 

第４０条 業務方法書第５４条第３項第１号ｃに

規定する当社の定める清算取次原取引の要件

は、次のすべての要件とする。 

（１） 指定銘柄のＣＤＳ取引であること。 

（２） 想定元本及びクレジットイベント決済

通貨が円建てのＣＤＳ取引であること。 

（２） 想定元本及び決済通貨が円建てのＣＤ

Ｓ取引であること。 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 

  

（クレジットイベント通知の方法） （クレジットイベント通知の方法） 

第５４条 業務方法書第８３条第５項に規定する

クレジットイベント通知の方法は、次に定める

とおりとする。 

第５４条 業務方法書第８３条第４項に規定する

クレジットイベント通知の方法は、次に定める

とおりとする。 

（１） ＪＳＣＣ決定委員会がクレジットイベ

ント（リストラクチャリングに限る。以下本

条において同じ。）を構成する事由の発生を

決定した場合において、クレジットイベント

を構成する事由の発生が決定された参照組織

（又はそのオブリゲーション）を対象とする

清算約定（２００３年版清算約定に限る。）の

当事者である清算参加者が当該清算約定につ

いてクレジットイベント通知を送付する場合

には、当該決定の日から起算して２１日間以

内に、当社に対するクレジットイベント通知

をしなければならない。 

（１） ＪＳＣＣ決定委員会がクレジットイベ

ント（リストラクチャリングに限る。以下本

条において同じ。）を構成する事由の発生を

決定した場合において、クレジットイベント

を構成する事由の発生が決定された参照組織

（又はそのオブリゲーション）を対象とする

清算約定の当事者である清算参加者が当該清

算約定についてクレジットイベント通知を送

付する場合には、当該決定の日から起算して

２１日間以内に、当社に対するクレジットイ

ベント通知をしなければならない。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

  

（承継日等についてＪＳＣＣ決定委員会の決定に

よる場合） 

（承継事由等についてＪＳＣＣ決定委員会の決定

による場合） 

第５７条 業務方法書第８４条第３項に規定する

当社が定める場合は、承継日等が決定された後

第５７条 業務方法書第８４条第３項に規定する

当社が定める場合は、承継事由等が決定された
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に、当該決定が行われた参照組織を対象とする

清算約定について、入札決済における最終価格

が決定した場合又は別表３に定めるところによ

り当該清算約定が終了した場合とする。 

後に、当該決定が行われた参照組織を対象とす

る清算約定について、入札決済における最終価

格が決定した場合又は別表３に定めるところに

より当該清算約定が終了した場合とする。 

  

付  則  

この改正規定は、平成２６年９月２２日から施

行する。 

 

  

別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 

 

１ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要額 

 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要額は、

自己取引口座ごとに、次の計算式により算出さ

れる額の合計額とする。ただし、当社が市場環

境を踏まえ必要と認める場合には、当該額を臨

時に変更することができる。なお、計算式にお

ける用語の意義は、次のａからｅに定めるとお

りとする。 

別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 

 

１ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要額 

 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要額は、

自己取引口座ごとに、次の計算式により算出さ

れる額の合計額とする。ただし、当社が市場環

境を踏まえ必要と認める場合には、当該額を臨

時に変更することができる。なお、計算式にお

ける用語の意義は、次のａからｅに定めるとお

りとする。 

清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要額 

 ＝当初証拠金基礎基準額＋ショートチャージ＋

ビッド・オファーチャージ＋クレジットイベン

ト証拠金＋シングルネーム証拠金 

清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要額 

 ＝当初証拠金基礎基準額＋ショートチャージ＋

ビッド・オファーチャージ＋クレジットイベン

ト証拠金＋シングルネーム証拠金 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ ショートチャージとは、各自己取引口座の清

算約定について、参照組織ごとの売超額（売り

手である銘柄における当該参照組織に係る想

定元本の総額から買い手である銘柄における

当該参照組織に係る想定元本の総額を控除し

た額をいう。ただし、当社が公示により定める

場合には、２００３年版清算約定以外の清算約

定に係る当該額をいう（当該参照組織の信用力

について相当悪化したと当社が公示により定

める場合又は清算参加者から当社に要請があ

った場合において、当社がリスク管理の観点か

ら必要と認めるときに限る。）。）が最も大きい

ｂ ショートチャージとは、各自己取引口座の清

算約定について、参照組織ごとの売超額（売り

手である銘柄における当該参照組織に係る想

定元本の総額から買い手である銘柄における

当該参照組織に係る想定元本の総額を控除し

た額をいう。）が最も大きい参照組織について、

当該参照組織の売超額に０．８を乗じた額をい

う。 
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２ 

参照組織について、当該参照組織の売超額に

０．８を乗じた額をいう。 

ｃ・ｄ （略） ｃ・ｄ （略） 

ｅ シングルネーム証拠金とは、ある参照組織に

ついてクレジットイベント（リストラクチャリン

グに限る。）の発生が決定された場合において当

社がその都度定める期間適用する、各自己取引口

座の当該参照組織を対象とする清算約定（２００

３年版清算約定に限る。以下本ｅにおいて同じ。）

について、次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる区分に

応じ、当該（ａ）及び（ｂ）に定める額をいう。 

ｅ シングルネーム証拠金とは、ある参照組織に

ついてクレジットイベント（リストラクチャリン

グに限る。）の発生が決定された場合において当

社がその都度定める期間適用する、各自己取引口

座の当該参照組織を対象とする清算約定につい

て、次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる区分に応じ、

当該（ａ）及び（ｂ）に定める額をいう。 

（ａ）・（ｂ） （略） （ａ）・（ｂ） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

別表３ 現物決済の方法等 

 

１ 定義 

 本別表において使用する用語の意義は、次に定

めるとおりとする。 

（１） 「現物決済対象清算約定」とは、いず

れかのクレジットイベントについて（２００

３年版清算約定の場合は、リストラクチャリ

ング以外のクレジットイベントについて）ク

レジットイベント発生発表が生じ、かつＩＳ

ＤＡクレジットデリバティブ定義集Ｓｅｃｔ

ｉｏｎ ６．１（２００３年版清算約定につ

いては、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定

義集（２００３年版） Ｓｅｃｔｉｏｎ１２．

１）に定める事由の一が生じたことにより、

代替決済方法により決済されるべき清算約定

又はリストラクチャリングについてクレジッ

トイベント発生発表が生じた後、当事者がク

レジットイベント通知を行ったことにより事

由発生決定日が生じ、かつＩＳＤＡクレジッ

トデリバティブ定義集（２００３年版）Ｓｅ

ｃｔｉｏｎ １２．１に定める事由の一が生

別表３ 現物決済の方法等 

 

１ 定義 

 本別表において使用する用語の意義は、次に定

めるとおりとする。 

（１） 「現物決済対象清算約定」とは、リス

トラクチャリング以外のクレジットイベント

についてクレジットイベント発生発表が生

じ、かつＩＳＤＡクレジットデリバティブ定

義集Ｓｅｃｔｉｏｎ １２．１に定める事由

の一が生じたことにより、代替決済方法によ

り決済されるべき清算約定又はリストラクチ

ャリングについてクレジットイベント発生発

表が生じた後、当事者がクレジットイベント

通知を行ったことにより事由発生決定日が生

じ、かつＩＳＤＡクレジットデリバティブ定

義集Ｓｅｃｔｉｏｎ １２．１に定める事由

の一が生じたことにより、代替決済方法によ

り決済されるべき清算約定をいう。 
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２ 

じたことにより、代替決済方法により決済さ

れるべき２００３年版清算約定をいう。 

（２） 「関連引渡可能債務」とは、決済目的

参加者取引（次項第１号ｃにおいて定義す

る。）において、当該決済目的参加者取引の

内容に従って対応買方参加者から対応売方参

加者に引渡が行われるべき引渡可能債務をい

う。 

（２） 「関連引渡可能債務」とは、決済目的

参加者取引において、当該決済目的参加者取

引の内容に従って対応買方参加者から対応売

方参加者に引渡が行われるべき引渡可能債務

をいう。 

２ （略） ２ （略） 

３ 決済目的参加者取引等の内容 

（１） 決済目的参加者取引は清算約定とみな

すものとし、その内容は、次に定めるとおり

とする。 

ａ 決済目的参加者取引には本業務方法書

等、ＩＳＤＡ基本契約及びＩＳＤＡクレジ

ットデリバティブ定義集（２００３年版清

算約定については、ＩＳＤＡクレジットデ

リバティブ定義集（２００３年版））（い

ずれについても本業務方法書等によって修

正後のものをいう。以下本別表において同

じ。）が適用されるものとし、本業務方法

書等の準拠法に関する規定その他の清算約

定に適用される規定並びにＩＳＤＡ基本契

約及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ定

義集（２００３年版清算約定については、

ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

（２００３年版））の各条項は、決済目的

参加者取引の内容を構成する。当該適用に

あたり必要な読替えは、当社が公示により

定める。 

３ 決済目的参加者取引等の内容 

（１） 決済目的参加者取引は清算約定とみな

すものとし、その内容は、次に定めるとおり

とする。 

ａ 決済目的参加者取引には本業務方法書

等、ＩＳＤＡ基本契約及びＩＳＤＡクレジ

ットデリバティブ定義集が適用されるもの

とし、本業務方法書等の準拠法に関する規

定その他の清算約定に適用される規定並び

にＩＳＤＡ基本契約及びＩＳＤＡクレジッ

トデリバティブ定義集の各条項は、決済目

的参加者取引の内容を構成する。当該適用

にあたり必要な読替えは、当社が公示によ

り定める。 

ｂ～ｈ （略） ｂ～ｈ （略） 

ｉ 引渡可能債務は、ＩＳＤＡクレジットデリバ

ティブ定義集（２００３年版清算約定について

は、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

（２００３年版））における引渡可能債務のう

ち、適用があるものは、関連参照組織について

ｉ ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集に

おける引渡可能債務のうち、適用があるもの

は、関連参照組織についてＩＳＤＡがそのウェ

ブサイトで最終リストを公表した場合、当該最

終リストに含まれている各引渡可能債務をい
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ＩＳＤＡがそのウェブサイトで最終リストを

公表した場合、当該最終リストに含まれている

各引渡可能債務をいい、その他の場合には、決

済目的参加者取引の内容に基づき定められる

引渡可能債務をいう。 

い、その他の場合には、決済目的参加者取引の

内容に基づき定められる引渡可能債務をいう。 

ｊ・ｋ （略） ｊ・ｋ （略） 

ｌ ローンである引渡可能債務に係る現物決済

期間及び買方参加者が当社に対し（あるいは、

当社が売方参加者に対し）従前引渡可能債務の

代わりにアセットパッケージを引き渡したい

旨を通知した場合についての現物決済期間は、

それぞれ３０営業日とし、その他の場合の現物

決済期間は、決済目的参加者取引の内容に基づ

き決定するものとする。 

ｌ ローンである引渡可能債務について、現物決

済期間は、３０営業日とし、その他の場合には、

決済目的参加者取引の内容に基づき決定する

ものとする。 

ｍ （略） ｍ （略） 

（２） （略） （２） （略） 

４ 対応ペア間の指定及び通知 

（１） 対応ペアに関する決済目的買方参加者

取引について、ＩＳＤＡクレジットデリバテ

ィブ定義集（本業務方法書等によって修正後

のものをいう。以下本別紙において同じ。）

Ｓｅｃｔｉｏｎ １１．２（ｃ）（ｉｖ）（２

００３年版清算約定については、ＩＳＤＡク

レジットデリバティブ定義集（２００３年版）

Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．２（ｃ）（ｉｖ））に

基づき、当社は、指定人として、当該対応ペ

アの対応売方参加者を被指定人と指定し、次

の行為を行わせるものとする。この場合にお

いて、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集Ｓｅｃｔｉｏｎ １１．２（ｃ）（ｉｖ）

（２００３年版清算約定については、ＩＳＤ

Ａクレジットデリバティブ定義集（２００３

年版）Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．２（ｃ）（ｉｖ））

の規定にかかわらず、本号の規定により指定

を受ける当該対応売方参加者は、当社の関係

会社（ＩＳＤＡ基本契約に規定するＡｆｆｉ

４ 対応ペア間の指定及び通知 

（１） 対応ペアに関する決済目的買方参加者

取引について、ＩＳＤＡクレジットデリバテ

ィブ定義集（本業務方法書等によって修正後

のものをいう。以下本別紙において同じ。）

Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．２（ｃ）（ｉｖ）に基

づき、当社は、指定人として、当該対応ペア

の対応売方参加者を被指定人と指定し、次の

行為を行わせるものとする。この場合におい

て、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．２（ｃ）（ｉｖ）の規

定にかかわらず、本号の規定により指定を受

ける当該対応売方参加者は、当社の関係会社

（ＩＳＤＡ基本契約に規定するＡｆｆｉｌｉ

ａｔｅｓをいう。第３号において同じ。）で

あることを要しないものとする。 
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ｌｉａｔｅｓをいう。第３号において同じ。）

であることを要しないものとする。 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 対応ペアに関する決済目的売方参加者取引

について、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集Ｓｅｃｔｉｏｎ １１．２（ｃ）（ｉｖ）（２０

０３年版清算約定については、ＩＳＤＡクレジッ

トデリバティブ定義集（２００３年版）Ｓｅｃｔ

ｉｏｎ ９．２（ｃ）（ｉｖ））に基づき、当社は

指定人として、当該対応ペアの対応買方参加者を

被指定人と指定し、次の行為を行わせるものとす

る。この場合において、ＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ １１．２（ｃ）

（ｉｖ）（２００３年版清算約定については、Ｉ

ＳＤＡクレジットデリバティブ定義集（２００３

年版）Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．２（ｃ）（ｉｖ））の

規定にかかわらず、本号の規定により指定を受け

る当該対応買方参加者は、当社の関係会社である

ことを要しないものとする。 

（３） 対応ペアに関する決済目的売方参加者取引

について、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．２（ｃ）（ｉｖ）に基づ

き、当社は指定人として、当該対応ペアの対応買

方参加者を被指定人と指定し、次の行為を行わせ

るものとする。この場合において、ＩＳＤＡクレ

ジットデリバティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．

２（ｃ）（ｉｖ）の規定にかかわらず、本号の規

定により指定を受ける当該対応買方参加者は、当

社の関係会社であることを要しないものとする。 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

（４）～（８） （略） （４）～（８） （略） 

５ 対応ペア間における現物決済 

（１） 自己対応ペアを除く各対応ペア及びそ

の対応金額について、関連引渡可能債務の引

渡し及び現物決済金額の支払いは、次のとお

り行うものとする。 

５ 対応ペア間における現物決済 

（１） 自己対応ペアを除く各対応ペア及びそ

の対応金額について、関連引渡可能債務の引

渡し及び現物決済金額の支払いは、次のとお

り行うものとする。 

ａ 対応買方参加者は、当社に対して対応金額以

上の関連引渡可能債務を対応売方参加者に引

き渡す準備が整ったことを通知する。 

ａ 対応買方参加者は、当社に対して対応金額以

上の関連引渡債務を対応売方参加者に引き渡

す準備が整ったことを通知する。 

ｂ～ｄ （略） ｂ～ｄ （略） 

ｅ 上記ｄの通知を受けた場合、対応買方参加者

は、当該対応金額以上の関連引渡可能債務を対

応売方参加者に引き渡す。 

ｅ 上記ｄの通知を受けた場合、対応買方参加者

は、当該対応金額以上の関連引渡債務を対応売

方参加者に引き渡す。 

ｆ 対応売方参加者は、関連引渡可能債務の引渡

しを受けた場合、当社が定める様式により、引

ｆ 対応売方参加者は、関連引渡債務の引渡しを

受けた場合、当社が定める様式により、引渡し
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２ 

渡しが完了したこと、及び仮に当該関連引渡可

能債務が対応金額未満であった場合には、当該

関連引渡可能債務の対応金額に対する割合（以

下「引渡割合」という。）を通知する。 

が完了したこと、及び仮に当該関連引渡債務が

対応金額未満であった場合には、当該関連引渡

債務の対応金額に対する割合（以下「引渡割合」

という。）を通知する。 

ｇ （略） ｇ （略） 

ｈ 対応買方参加者が、上記ｅに従って、当社が

公示により定める期間（以下「引渡期間」とい

う。）内に対応金額以上の関連引渡可能債務の

引渡しを行わなかった場合、対応売方参加者

は、当社に対して、当該対応金額についての現

物決済金額から、その引渡割合に相当する金額

を減額した金額の返還を求めることができる。

当社は、かかる金額について、利息を付さずに

対応売方参加者に返還するものとする。 

ｈ 対応買方参加者が、上記ｅに従って、当社が

公示により定める期間（以下「引渡期間」とい

う。）内に対応金額以上の関連引渡債務の引渡

しを行わなかった場合、対応売方参加者は、当

社に対して、当該対応金額についての現物決済

金額から、その引渡割合に相当する金額を減額

した金額の返還を求めることができる。当社

は、かかる金額について、利息を付さずに対応

売方参加者に返還するものとする。 

（２） 本項に定める手続は、引渡期間内に引渡し

が行われなかった関連引渡可能債務について繰

り返し行われる。また、清算参加者が、複数の決

済目的参加者取引の当事者である場合には、当該

決済目的参加者取引ごとに、個別に行われるもの

とする。 

（２） 本項に定める手続は、引渡期間内に引渡し

が行われなかった関連引渡債務について繰り返

し行われる。また、清算参加者が、複数の決済目

的参加者取引の当事者である場合には、当該決済

目的参加者取引ごとに、個別に行われるものとす

る。 

６ （略） ６ （略） 

７ 現物決済金額の不払い 

（１）～（３） （略） 

７ 現物決済金額の不払い 

（１）～（３） （略） 

（４） 対応買方参加者は、当社に対して、決済目

的買方参加者取引を現金にて決済するよう請求

するために書面による通知を送付することがで

きる。かかる通知を当社が対応買方参加者から受

領した場合、当該決済目的買方参加者取引におけ

る不払現物決済金額に対応する引渡可能債務に

ついて、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．６（２００３年版清算約定

については、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定

義集（２００３年版）Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．８）

が定める条件に基づく当社と当該対応買方参加

者間の現金決済が適用されるものとする。かかる

目的において、引渡し未了の引渡可能債務を引渡

（４） 対応買方参加者は、当社に対して、決済目

的買方参加者取引を現金にて決済するよう請求

するために書面による通知を送付することがで

きる。かかる通知を当社が対応買方参加者から受

領した場合、当該決済目的買方参加者取引におけ

る不払現物決済金額に対応する引渡可能債務に

ついて、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．８が定める条件に基づく当

社と当該対応買方参加者間の現金決済が適用さ

れるものとする。かかる目的において、引渡し未

了の引渡可能債務を引渡不能債務と、対応買方参

加者が本号に基づく通知を当社に対して行った

日を最終現物決済可能日とみなし、 インディカ
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不能債務と、対応買方参加者が本号に基づく通知

を当社に対して行った日を最終現物決済可能日

とみなし、 インディカティブ・クォーテーショ

ンは適用しないものとし、かつ対応買方参加者が

計算代理人となるものとする。当社及び対応買方

参加者は、本号の規定に基づき、現金決済により

決済目的買方参加者取引の決済を行うものとし、

この場合においては、第４項を適用しない。 

ティブ・クォーテーションは適用しないものと

し、かつ対応買方参加者が計算代理人となるもの

とする。当社及び対応買方参加者は、本号の規定

に基づき、現金決済により決済目的買方参加者取

引の決済を行うものとし、この場合においては、

第４項を適用しない。 

８ 現金決済の特則 

（１） 次のいずれかの理由により、対応買方

参加者が、現物決済通知又は現物決済修正通

知で指定した引渡可能債務を、対応ペアの対

応売方参加者に引き渡すことができない場

合、当該対応ペアに関連する決済目的買方参

加者取引及び決済目的売方参加者取引の双方

について、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ

定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．１（２００３年

版清算約定については、ＩＳＤＡクレジット

デリバティブ定義集（２００３年版）Ｓｅｃ

ｔｉｏｎ ９．３）が定める当事者の支配の

範囲を超えた違法事由又は履行不能事由が生

じたものとみなされる。対応買方参加者はか

かる違法事由又は履行不能事由とみなされる

原因となった事由を合理的な限度で詳細に記

載した通知を対応売方参加者及び当社に対し

て交付するものとする。 

８ 現金決済の特則 

（１） 次のいずれかの理由により、対応買方

参加者が、現物決済通知又は現物決済修正通

知で指定した引渡可能債務を、対応ペアの対

応売方参加者に引き渡すことができない場

合、当該対応ペアに関連する決済目的買方参

加者取引及び決済目的売方参加者取引の双方

について、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ

定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．３が定める当事

者の支配の範囲を超えた違法事由又は履行不

能事由が生じたものとみなされる。対応買方

参加者はかかる違法事由又は履行不能事由と

みなされる原因となった事由を合理的な限度

で詳細に記載した通知を対応売方参加者及び

当社に対して交付するものとする。 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

（２） 前号に基づき対応買方参加者から当社に対

して通知が行われた場合、ＩＳＤＡクレジットデ

リバティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．６（２０

０３年版清算約定については、ＩＳＤＡクレジッ

トデリバティブ定義集（２００３年版）Ｓｅｃｔ

ｉｏｎ ９．８）が定める条件に基づく現金決済

が、当該対応ペアに関する決済目的買方参加者取

引及び決済目的売方参加者取引の双方に適用さ

れるものとする。かかる目的において、対応買方

（２） 前号に基づき対応買方参加者から当社に対

して通知が行われた場合、ＩＳＤＡクレジットデ

リバティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．８が定め

る条件に基づく現金決済が、当該対応ペアに関す

る決済目的買方参加者取引及び決済目的売方参

加者取引の双方に適用されるものとする。かかる

目的において、対応買方参加者が引き渡すことが

できなかった引渡可能債務を引渡不能債務と、対

応買方参加者が前号に基づく通知を当社に対し
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参加者が引き渡すことができなかった引渡可能

債務を引渡不能債務と、対応買方参加者が前号に

基づく通知を当社に対して行った日を最終現物

決済可能日とみなし、同号ｂが適用される場合に

はインディカティブ・クォーテーションは適用し

ないものとし、かつ対応買方参加者が計算代理人

となるものとする。当社及び対応買方参加者は、

本号の規定に基づき、現金決済により決済目的買

方参加者取引の決済を行うものとし、当社及び対

応売方参加者は現金決済により決済目的売方参

加者取引の決済を行うものとする。 

て行った日を最終現物決済可能日とみなし、同号

ｂが適用される場合にはインディカティブ・クォ

ーテーションは適用しないものとし、かつ対応買

方参加者が計算代理人となるものとする。当社及

び対応買方参加者は、本号の規定に基づき、現金

決済により決済目的買方参加者取引の決済を行

うものとし、当社及び対応売方参加者は現金決済

により決済目的売方参加者取引の決済を行うも

のとする。 

９ 引渡可能債務に関する紛争 

（１）～（５） （略） 

９ 引渡可能債務に関する紛争 

（１）～（５） （略） 

（６） 第１号に基づき異議の申立てが行われた債

務に関連する限り、決済に関する時限、決済に関

する権利及び救済手段（ＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．７及びＳｅ

ｃｔｉｏｎ ９．１０（２００３年版清算約定に

ついては、ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集（２００３年版）Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．９及び

Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．８）に基づくものを含むが、

これらに限らない。）及び決済に関して適用され

る制限は、当該異議が最初に申し立てられた日か

ら、当該債務が決済目的参加者取引における引渡

可能債務に該当するか否かについてのＩＳＤＡ

決定委員会又はＪＳＣＣ決定委員会による決定

の発表が行われる日までの期間停止される。ただ

し、当該引渡可能債務の引渡日時点で当該決済目

的参加者取引に適用ある引渡可能債務の最終リ

ストにおいて、当該債務が引渡可能債務であると

記載されている場合は、この限りではない。 

（６） 第１号に基づき異議の申立てが行われた債

務に関連する限り、決済に関する時限、決済に関

する権利及び救済手段（ＩＳＤＡクレジットデリ

バティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ９．９及びＳｅ

ｃｔｉｏｎ ９．１０に基づくものを含むが、こ

れらに限らない。）及び決済に関して適用される

制限は、当該異議が最初に申し立てられた日か

ら、当該債務が決済目的参加者取引における引渡

可能債務に該当するか否かについてのＩＳＤＡ

決定委員会又はＪＳＣＣ決定委員会による決定

の発表が行われる日までの期間停止される。ただ

し、当該引渡可能債務の引渡日時点で当該決済目

的参加者取引に適用ある引渡可能債務の最終リ

ストにおいて、当該債務が引渡可能債務であると

記載されている場合は、この限りではない。 

１０・１１ （略） １０・１１ （略） 

  
様式第３号 清算受託契約の様式 様式第３号 清算受託契約の様式 

  

ＣＤＳ清算受託契約書 ＣＤＳ清算受託契約書 
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２ 

  

（定義） （定義） 

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務

方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１）～（８） （略） 

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務

方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１）～（８） （略） 

（９） 「アセットパッケージ通知」とは、Ｉ

ＳＤＡクレジットデリバティブ定義集Ｓｅｃ

ｔｉｏｎ ８．２の規定に従い買い手が売り

手に対して行うべきアセットパッケージに関

する通知をいう。 

（新設）  

  

（クレジットイベント決済） （クレジットイベント決済） 

第２８条 乙は、クレジットイベントのうちリス

トラクチャリングの発生が決定された参照組織

（又はそのオブリゲーション）を対象とする２

００３年版清算約定である委託清算約定につい

てクレジットイベント通知を行う場合には、甲

に対して、甲が定める日時までに、甲の定める

方法により、クレジットイベント通知の指図を

しなければならない。 

第２８条 乙は、クレジットイベントのうちリス

トラクチャリングの発生が決定された参照組織

（又はそのオブリゲーション）を対象とする委

託清算約定についてクレジットイベント通知を

行う場合には、甲に対して、甲が定める日時ま

でに、甲の定める方法により、クレジットイベ

ント通知の指図をしなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 甲は、２００３年版清算約定である委託清算

約定についてクリアリング機構からクレジット

イベント通知を受けた場合には、速やかに、そ

の旨を乙に通知するものとする。 

３ 甲は、委託清算約定についてクリアリング機

構からクレジットイベント通知を受けた場合に

は、速やかに、その旨を乙に通知するものとす

る。 

４ 前３項の規定は現物決済通知、現物決済修正

通知及びアセットパッケージ通知に準用する。

この場合、第1項の「クレジットイベントのうち

リストラクチャリングの発生が決定された参照

組織（又はそのオブリゲーション）を対象とす

る２００３年版清算約定である委託清算約定に

ついてクレジットイベント通知を行う場合」を

「現物決済通知を行う場合」、「現物決済修正

４ 前３項の規定は現物決済通知及び現物決済修

正通知に準用する。この場合、「クレジットイ

ベント通知」を「現物決済通知」又は「現物決

済修正通知」に読み替えるものとする。 
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通知を行う場合」又は「アセットパッケージ通

知を行う場合」に読み替えるものとし、また、

その他の部分の「クレジットイベント通知」を

「現物決済通知」、「現物決済修正通知」又は

「アセットパッケージ通知」に読み替えるもの

とする。 
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ＪＳＣＣ決定委員会規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（委員会の権限） （委員会の権限） 

第４条 委員会の権限事項は次に掲げる事項とす

る。 

（１） クレジットイベントの発生の決定に関

する事項 

ａ 清算約定に関し、クレジットイベントバッ

クストップ日（東京時間により決定する。）以

降かつ延期日（東京時間により決定する。）以

前に公開情報のあるクレジットイベントが発

生したか否かを決定すること（当該清算約定

の規定に従い当該クレジットイベントの発生

時を決定することを含む。）。また、公開情報

のあるクレジットイベントが発生したことを

決定した場合には、事由発生決定日を決定す

ること（事由発生決定日は、委員会が通知交

付期間中又は放棄後追加期間中（２００３年

版清算約定については通知交付期間の最終日

以前（取引日より前を含む。））に、本事項に

ついて決議することを要請する依頼を受け、

当該クレジットイベントに係る公開情報を保

有した最初の日とするものとする。）。ただし、

２００３年版清算約定に係るリストラクチャ

リングについての事由発生決定日は、行使締

切日以前に通知当事者が他方当事者にクレジ

ットイベント通知を交付した場合にのみ生じ

たものとされる。 

第４条 委員会の権限事項は次に掲げる事項とす

る。 

（１） クレジットイベントの発生の決定に関

する事項 

ａ 清算約定に関し、クレジットイベントバッ

クストップ日（東京時間により決定する。）

以降かつ延期日（東京時間により決定する。）

以前に公開情報のあるクレジットイベント

が発生したか否かを決定すること。また、公

開情報のあるクレジットイベントが発生し

たことを決定した場合には、事由発生決定日

を決定すること（事由発生決定日は、委員会

が通知交付期間の最終日以前（取引日より前

を含む。）に、本事項について決議すること

を要請する依頼を受け、公開情報を保有した

最初の日とするものとする。）。ただし、リス

トラクチャリングについての事由発生決定

日は、行使締切日以前に通知当事者が他方当

事者にクレジットイベント通知を交付した

場合にのみ生じたものとされる。 

ｂ 上記ａの審議事項が委員会に提示された場

合において、当該提示をした者から、クレジ

ットイベント通知又は公開情報の通知に含ま

れるべき事実や情報について合理的な範囲で

詳細な説明があったときは、ＩＳＤＡクレジ

ットデリバティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ 

ｂ 上記ａの審議事項が委員会に提示された場

合において、当該提示をした者から、クレジ

ットイベント通知又は公開情報の通知に含

まれるべき事実や情報について合理的な範

囲で詳細な説明があったときは、ＩＳＤＡク

レジットデリバティブ定義集Ｓｅｃｔｉｏ
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１．３９（２００３年版清算約定については、

ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集（２

００３年版）Ｓｅｃｔｉｏｎ １．２３）の

規定によりクレジットイベントバックストッ

プ日を決定する目的のみのために、すべての

清算約定について、通知当事者から他方当事

者へクレジットイベント通知及び公開情報の

通知の交付があったものとみなされるものと

する。 

ｎ １．２３の規定によりクレジットイベン

トバックストップ日を決定する目的のみの

ために、すべての清算約定について、通知当

事者から他方当事者へクレジットイベント

通知及び公開情報の通知の交付があったも

のとみなされるものとする。 

（２） 承継者及び承継日（２００３年版清算

約定については、承継事由）の決定に関する

事項 

（２） 承継事由の決定に関する事項 

ａ 清算約定に関し、その参照組織について承

継者及び承継日（２００３年版清算約定につ

いては、承継事由）が発生したか否かを決定

すること。また、２００３年版清算約定につ

いては承継事由が発生したことを決定した場

合には、当該承継事由が法的に有効となった

日及び承継者の特定に関して決定すること。

ただし、これらの決定は、委員会が当該決定

を行うのに十分な情報を入手可能である場合

にのみ行われるものとする。 

ａ 清算約定に関し、その参照組織について承

継事由が発生したか否かを決定すること。ま

た、承継事由が発生したことを決定した場合

には、当該承継事由が法的に有効となった日

及び承継者の特定に関して決定すること。た

だし、これらの決定は、委員会が当該決定を

行うのに十分な情報を入手可能である場合

にのみ行われるものとする。 

ｂ 上記ａの審議事項が委員会に提示された場

合において、当該提示をした者から、承継者

通知（２００３年版清算約定については、承

継事由通知）に含まれるべき事実について合

理的な範囲で詳細な説明があったときは、Ｉ

ＳＤＡクレジットデリバティブ定義集Ｓｅｃ

ｔｉｏｎ ２．２（ｋ）（２００３年版清算約

定については、ＩＳＤＡクレジットデリバテ

ィブ定義集Ｓｅｃｔｉｏｎ ２．２（ｉ））の

規定により承継者バックストップ日（２００

３年版清算約定については、承継事由バック

ストップ日）を決定する目的のみのために、

すべての清算約定について、一方当事者から

他方当事者へ承継者通知（２００３年版清算

ｂ 上記ａの審議事項が委員会に提示された場

合において、当該提示をした者から、承継事

由通知に含まれるべき事実について合理的

な範囲で詳細な説明があったときは、ＩＳＤ

Ａクレジットデリバティブ定義集Ｓｅｃｔ

ｉｏｎ ２．２（ｉ）の規定により承継事由

バックストップ日を決定する目的のみのた

めに、すべての清算約定について、一方当事

者から他方当事者へ承継事由通知の交付が

あったものとみなされるものとする。 
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約定については、承継事由通知）の交付があ

ったものとみなされるものとする。 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

付  則  

この改正規定は、平成２６年９月２２日から施

行する。 
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４ 

ＣＤＳ清算業務に関する清算参加者の破綻処理に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（破綻処理入札に関する基本的事項） （破綻処理入札に関する基本的事項） 

第１０条 当社は、破綻管理委員会の助言に基づ

き、次に定める要領により破綻処理入札を実施

するものとする。 

第１０条 当社は、破綻管理委員会の助言に基づ

き、次に定める要領により破綻処理入札を実施

するものとする。 

（１） 破綻処理清算約定（次に掲げるものを除

く。）に相当するＣＤＳ取引及び損失回避取引の

反対清算約定となるべきＣＤＳ取引（当社が売り

手であるか又は買い手であるかの別を除くほか、

損失回避取引とその内容を同一とするＣＤＳ取

引をいう。）について、その銘柄ごとに、当社の

ポジションが売超となる場合（当社が売り手であ

るＣＤＳ取引の想定元本の総額が、当社が買い手

であるＣＤＳ取引の想定元本の総額を上回る場

合をいう。）には、当社を売り手とし、その売超

額（当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本の

総額から当社が買い手であるＣＤＳ取引の想定

元本の総額を控除した額をいう。）を想定元本と

するＣＤＳ取引を入札対象取引とし、当社のポジ

ションが買超となる場合（当社が買い手であるＣ

ＤＳ取引の想定元本の総額が、当社が売り手であ

るＣＤＳ取引の想定元本の総額を上回る場合を

いう。）には、当社を買い手とし、その買超額（当

社が買い手であるＣＤＳ取引の想定元本の総額

から当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本

の総額を控除した額をいう。）を想定元本とする

ＣＤＳ取引を入札対象取引とする。ただし、当社

は、ＣＤＳ取引の状況その他の事情を勘案し、必

要があると認めるときは、これと異なる入札対象

取引を設定することができる。 

ａ （略） 

ｂ 破綻処理入札の実施までに業務方法書第

８１条の規定によりクレジットイベント（２

（１） 破綻処理清算約定（次に掲げるものを除

く。）に相当するＣＤＳ取引及び損失回避取引の

反対清算約定となるべきＣＤＳ取引（当社が売り

手であるか又は買い手であるかの別を除くほか、

損失回避取引とその内容を同一とするＣＤＳ取

引をいう。）について、その銘柄ごとに、当社の

ポジションが売超となる場合（当社が売り手であ

るＣＤＳ取引の想定元本の総額が、当社が買い手

であるＣＤＳ取引の想定元本の総額を上回る場

合をいう。）には、当社を売り手とし、その売超

額（当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本の

総額から当社が買い手であるＣＤＳ取引の想定

元本の総額を控除した額をいう。）を想定元本と

するＣＤＳ取引を入札対象取引とし、当社のポジ

ションが買超となる場合（当社が買い手であるＣ

ＤＳ取引の想定元本の総額が、当社が売り手であ

るＣＤＳ取引の想定元本の総額を上回る場合を

いう。）には、当社を買い手とし、その買超額（当

社が買い手であるＣＤＳ取引の想定元本の総額

から当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本

の総額を控除した額をいう。）を想定元本とする

ＣＤＳ取引を入札対象取引とする。ただし、当社

は、ＣＤＳ取引の状況その他の事情を勘案し、必

要があると認めるときは、これと異なる入札対象

取引を設定することができる。 

ａ （略） 

ｂ 破綻処理入札の実施までに業務方法書第

８１条の規定によりクレジットイベント（バ
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４ 

００３年版清算約定である破綻処理清算約

定にあっては、バンクラプシー又は支払不履

行に限る。）の発生が決定された参照組織を

対象とするもの 

ンクラプシー又は支払不履行に限る。）の発

生が決定された参照組織を対象とするもの 

ｃ ２００３年版清算約定であって、かつ、破

綻処理入札の実施までに業務方法書第８１

条の規定によりクレジットイベント（リスト

ラクチャリングに限る。）の発生が決定され

た参照組織を対象とするもののうち、その反

対清算約定の当事者である清算参加者が業

務方法書第８３条の規定により当社にクレ

ジットイベント通知を行ったもの 

ｃ 破綻処理入札の実施までに業務方法書第

８１条の規定によりクレジットイベント（リ

ストラクチャリングに限る。）の発生が決定

された参照組織を対象とするもののうち、そ

の反対清算約定の当事者である清算参加者

が業務方法書第８３条の規定により当社に

クレジットイベント通知を行ったもの 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 第１号の規定にかかわらず、破綻処理清算

約定の反対清算約定又は損失回避取引の参照組

織について、業務方法書第８１条の規定によりク

レジットイベントの発生が決定され、又は業務方

法書第８４条の規定により承継日等が決定され

た場合には、入札対象取引の内容もこれらの決定

の内容に応じて調整されるものとする。 

（３） 第１号の規定にかかわらず、破綻処理清算

約定の反対清算約定又は損失回避取引の参照組

織について、業務方法書第８１条の規定によりク

レジットイベントの発生が決定され、又は業務方

法書第８４条の規定により承継事由の発生が決

定された場合には、入札対象取引の内容もこれら

の決定の内容に応じて調整されるものとする。 

（４） （略） （４） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 

付  則 

 この改正規定は、平成２６年９月２２日から施

行する。 
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５ 

ＣＤＳリスク管理委員会に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（諮問事項） （諮問事項） 

第４条 当社は、業務方法書第１２２条第１項の

規定によるもののほか、次に掲げる事項につい

て決定を行おうとする場合には、委員会に諮問

を行い、その意見を尊重するものとする。ただ

し、当該決定の内容が軽微なものである場合に

は、この限りでない。 

（１）～（１２） （略） 

（１３） 業務方法書の取扱い別表２第１項ｂ

に規定するリスク管理の観点から必要と認め

ること 

第４条 当社は、業務方法書第１２２条第１項の

規定によるもののほか、次に掲げる事項につい

て決定を行おうとする場合には、委員会に諮問

を行い、その意見を尊重するものとする。ただ

し、当該決定の内容が軽微なものである場合に

は、この限りでない。 

（１）～（１２） （略） 

（新設） 

（１４） （略） （１３） （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

付  則  

この改正規定は、平成２６年９月２２日から施

行する。 
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